
１　普通交付税の状況

 普通交付税と臨時財政対策債を合わせた合計では，１，９５７億円と前年度対比
１０６億円，５．１％の減となっている。

 一般財源総額（交付税＋臨財債＋地方税等）では，概ね７,０００億円程度（前
年度対比０．６％増）が確保されている。

 平成１９年度普通交付税額は，県内市町全体で総額１,６６０億円と前年度対比
７６億円，４．４％の減となっている。

 臨時財政対策債は，県内市町全体で総額２９７億円と前年度対比２９億円，
９．０％の減となっている。
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（３）普通交付税額等の推移

区　　　分 普通交付税額
臨時財政対策債
（発行可能額）

地　方　税　等 　合　　計
普通交付
税増減率

合　計
増減率

地方財政
計画

平成19年度 165,983 29,734 502,716 698,433 ▲ 4.4 0.6 0.9

平成18年度 173,612 32,661 487,816 694,089 ▲ 7.7 ▲ 0.5 0.0

平成17年度 188,156 36,713 472,462 697,331 3.0 1.3 0.1
（注）１　地方税等は，地方税，地方譲与税，地方特例交付金，特別交付金及び減税補てん債の合計額である。
　　　２　地方税等の平成18年度は各市町の決算見込みにより，平成19年度は地方財政計画に基づく推計による。

（単位：百万円，％）

（２）市町の状況 （単位：百万円，％）
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（１）普通交付税額 （単位：百万円，％）

平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ （ Ａ - Ｂ ） Ｃ／Ｂ×100

基準財政需要額

①

基準財政収入額

②

差引財源不足額

③（①-②）

臨時財政対策債

（発行可能額）　　④

普通交付税

⑤（③-④）

　交付税＋臨財債
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（注）　府中町及び旧東広島市が不交付団体となるため，普通交付税⑤は，差引財源不足額③から臨時財政

　　　対策債④を引いたものとは一致しない。

195,717 206,273 ▲ 10,556 ▲ 5.1
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２　平成１９年度普通交付税額(市町別）

区　分

広 島 市 40,065 11,561 51,626 43,751 12,631 56,382 △ 8.4 △ 8.5 △ 8.4
住民税所得割及び法人税割
の増

呉 市 17,948 2,406 20,354 18,672 2,652 21,324 △ 3.9 △ 9.3 △ 4.5 住民税所得割の増

竹 原 市 1,478 284 1,762 1,484 313 1,797 △ 0.4 △ 9.3 △ 1.9 前年度並み

三 原 市 7,279 1,089 8,368 7,822 1,200 9,022 △ 6.9 △ 9.3 △ 7.2 住民税所得割の増

尾 道 市 11,278 1,491 12,769 12,713 1,644 14,357 △ 11.3 △ 9.3 △ 11.1
住民税所得割及び法人税割
の増

福 山 市 8,237 3,558 11,795 8,817 3,921 12,738 △ 6.6 △ 9.3 △ 7.4 住民税所得割の増

府 中 市 3,572 470 4,042 3,851 518 4,369 △ 7.2 △ 9.3 △ 7.5
住民税所得割及び法人税割
の増

三 次 市 13,232 898 14,130 13,024 989 14,013 1.6 △ 9.2 0.8 公債費の増

庄 原 市 12,812 797 13,609 12,181 878 13,059 5.2 △ 9.2 4.2 公債費の増

大 竹 市 419 282 701 659 311 970 △ 36.4 △ 9.3 △ 27.7 住民税所得割の増

東 広 島 市 7,064 1,739 8,803 7,009 1,916 8,925 0.8 △ 9.2 △ 1.4
公債費の増
住民税所得割の増

廿 日 市 市 6,082 1,199 7,281 6,323 1,322 7,645 △ 3.8 △ 9.3 △ 4.8 住民税所得割の増

安 芸 高 田 市 8,084 674 8,758 8,310 743 9,053 △ 2.7 △ 9.3 △ 3.3 住民税所得割の増

江 田 島 市 5,493 500 5,993 5,654 551 6,205 △ 2.8 △ 9.3 △ 3.4 住民税所得割の増

府 中 町 0 461 461 135 508 643 皆減 △ 9.3 △ 28.3
住民税所得割及び法人税割
の増

海 田 町 427 287 714 637 316 953 △ 33.0 △ 9.2 △ 25.1
住民税所得割及び法人税割
の増

熊 野 町 1,329 256 1,585 1,301 282 1,583 2.2 △ 9.2 0.1 公債費の増

坂 町 258 174 432 323 192 515 △ 20.1 △ 9.4 △ 16.1 住民税所得割の増

安 芸 太 田 町 3,288 238 3,526 3,267 262 3,529 0.6 △ 9.2 △ 0.1 たばこ税の減

北 広 島 町 5,876 461 6,337 5,813 508 6,321 1.1 △ 9.3 0.3 公債費の増

大 崎 上 島 町 2,382 216 2,598 2,225 238 2,463 7.1 △ 9.2 5.5
公債費の増
固定資産税の減

世 羅 町 4,507 373 4,880 4,529 411 4,940 △ 0.5 △ 9.2 △ 1.2 前年度並み

神 石 高 原 町 4,871 320 5,191 5,113 353 5,466 △ 4.7 △ 9.3 △ 5.0
道路橋りょう費及び高齢者保健福祉費の減
住民税所得割及び固定資産税の増

広 島 市 40,065 11,561 51,626 43,751 12,631 56,382 △ 8.4 △ 8.5 △ 8.4

市 102,979 15,387 118,366 106,518 16,959 123,477 △ 3.3 △ 9.3 △ 4.1

町 22,939 2,786 25,725 23,343 3,071 26,414 △ 1.7 △ 9.3 △ 2.6

計 165,983 29,734 195,717 173,612 32,661 206,273 △ 4.4 △ 9.0 △ 5.1

広 島 市 除 き 125,918 18,173 144,091 129,861 20,029 149,890 △ 3.0 △ 9.3 △ 3.9

（注）百万円単位で四捨五入しているため，計において一致しない場合がある。

　○　普通交付税が減少している団体の主な要因は，定率減税の全廃や引続き好調な企業実績を反映して，個人住民税
　　や法人税収が増加している。

　○　普通交付税が増加している団体の主な要因は，合併特例債や臨時財政対策債の償還費が増加したことにより，公
　　債費が増加している。

（単位：百万円，％）
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